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l 全国イノベーション調査の目的，背景；
「イノベーション」等の定義

l 第4回全国イノベーション調査の
調査方法論の概要

l 第4回全国イノベーション調査
結果の概要： 
イノベーション・システムの特徴

に係る主要な所見と政策への示唆



イノベーションに関する統計調査の目的と

我が国における政策上の背景
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l 我が国におけるイノベーション・システムについてより良く理解できるようにする．

l 科学技術・イノベーション政策の企画，立案，推進及び評価に必要な基礎資料を
得ることを目的としている．

l 第5期「科学技術基本計画」

l 我が国を「世界で最もイノベーションに適した国」となるように導くという考えのもとに，国

全体としてイノベーションの創出を行いやすいしくみを構築するということが重要な政策
課題となり，さまざまな施策の展開が図られている．

l 科学技術・イノベーションの推進は各国・地域に共通する課題である．経済協力開発
機構(OECD)等にも情報を提供して，我が国のみならず諸外国における政策立案
にも互恵的に資するよう，国際比較可能性の確保にも留意して実施される．

l 今後の政策形成に有効な提言や示唆を提供する政策研究にも寄与することを図る．

l イノベーション活動の中核である産業・企業における経営ビジョン構築や戦略策定
に役立つことも期待する．



イノベーションに関する統計調査に係る

国際的な動向
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l 測定のための
ガイドライン

l 各国における
統計調査

l 指標データ l 分析報告書



国際的に調和されつつある測定上の「イノベーション」

及び「イノベーション活動」の定義（概念図）
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第4回全国イノベーション調査における

「イノベーション」等の定義（「イノベーション活動」については後述）
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イノベーション 新しい又は大幅に改善されたプロダクト（製品又はサービス）又はプロセ
スの導入，マーケティングに関する新しい方法の導入，若しくは業務慣
行，職場組織又は外部関係に関する新しい組織の方法の導入

プロダクト・
イノベーション

技術仕様，部品・材料，組み込まれているソフトウェア，使いやすさ，又
は他の機能的特性といった点について，新しい又は大幅に改善された
製品（商品）又はサービスの市場への導入
自社にとって新しければよく，必ずしも市場にとって新しい必要はない

プロセス・
イノベーション

新しい又は大幅に改善された生産工程又は配送方法の自社内における
導入

マーケティング・
イノベーション

製品又はサービスのデザイン又は包装の大幅な変更，販売経路，販売
促進方法，あるいは価格設定方法に係る新しいマーケティング方法の自
社内における導入

組織イノベーション 企業の業務慣行，職場組織又は社外関係に関する新しい方法の自社内
における導入

重要：統計調査の回答者に対して，これら左欄にある「イノベーション」という術語やこれらの定義
についての理解を求めることなく，調査票の設問に回答できるようになっている
（設問には「イノベーション」という語は用いられない）．



第4回全国イノベーション調査調査方法論(1)
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l 調査時期：2015年10月

l 統計単位：企業（企業グループではない）

l 調査対象母集団
l 経済活動：
（企業が存在する）

一部の経済活動（産業）を除くほぼ全部

l ［参照 次ページの表］



第4回全国イノベーション調査調査方法論(2)
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農林水産業

鉱業

建設業

製造業 食料品・飲料・たばこ製造業

繊維工業，毛皮・なめし革製造業

木材・紙製造業，印刷・出版業

化学工業，石油・石炭・プラスチック・ゴム製品製造業

非金属鉱物製品製造業

鉄鋼業，非鉄金属製造業

金属製品・機械器具製造業

家具，その他の製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

サービス業 情報通信業

運輸・郵便業

卸売業

小売業

金融・保険業

不動産・物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊・飲食サービス業

複合サービス事業

その他のサービス業



第4回全国イノベーション調査調査方法論(3)

8

l 調査対象母集団（続き）
l 企業規模等：
常用雇用者数が国内及び海外を合わせて
10人以上の我が国に所在する民間企業
（企業規模階級は，常用雇用者数に応じた3階級）

l 小規模企業：常用雇用者数10人以上49人以下

l 中規模企業：常用雇用者数50人以上249人以下

l  大規模企業：常用雇用者数250人以上



第4回全国イノベーション調査調査方法論(4)
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l 調査対象企業（標本）の抽出
l 層化抽出法

l 標本抽出企業数の設定

l 調査参照期間：
2012年度から 2014年度まで（年度：4月1日ー翌年3月31日）；

各企業の会計期間に沿った回答も許容している．

l 調査実施方法

l 調査票を郵送した

l 回答は，記入済みの調査票の郵送又はウェブ回答システムへの記入
によりなされるようにした

l 調査票の未送達への対応

l 回答の督促：

郵便1回，電話2回（実施時点での未回答企業に対して等）



（参考）用語の説明
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イノベーション実現企業 本調査では，参照期間に，
プロダクト・イノベーション，プロセス・イノベーション，
組織イノベーション，又はマーケティング・イノベーションの
いずれかのイノベーションを実現した企業

プロダクト・
イノベーション実現企業

本調査では，参照期間に
プロダクト・イノベーションを実現した企業

イノベーション活動実施企業 本調査では，

参照期間に，プロダクト・イノベーション又はプロセス・イノベーショ
ンを実現した企業，

参照期間末時点で新しい又は大幅に改善されたプロダクト又は
プロセスを開発ないし導入するために未だ完了しておらず継続中
であった何らかの活動を有していた企業，若しくは，

参照期間に新しい又は大幅に改善されたプロダクト又はプロセス
を開発ないし導入するための何らかの活動を中止した経験を有し
た企業



第4回全国イノベーション調査調査票(1)
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第4回全国イノベーション調査調査票(2)
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第4回全国イノベーション調査調査票(3)
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第4回全国イノベーション調査調査票(4)
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調査実施・回答状況
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経済活動 単位 計 企業規模別

小規模 中規模 大規模

母集団 全体 （社） 380,224 300,998 64,879 14,347

うち製造業 （社） 100,454 75,428 20,701 4,325

うちサービス業 （社） 219,442 170,757 39,394 9,291

標本の
大きさ

全体 （社） 24,825 15,715 6,211 2,899

うち製造業 （社） 10,337 7,530 2,231 576

うちサービス業 （社） 11,918 6,853 3,148 1,917

回答率 全体 (%) 50 53 50 40

うち製造業 (%) 50 51 49 40

うちサービス業 (%) 50 54 49 38

出所：『第4回全国イノベーション調査統計報告』，文部科学省科学技術・学術政策研究所．表1．

参考：第3回全国イノベーション調査における全体の回答率は35%であった．



イノベーション実現企業
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l 註：「企業」を単位とする際，「全体」等は企業数が多い規模の小さな企業の状況がより反映されて表示される．

l 母集団のうち，40%（152,939社）の企業が，プロダクト・イノベーション，プロセス・イノベーション，組織イノベ
ーション，又はマーケティング・イノベーションのいずれかのイノベーションを実現した．

l 母集団のうち，20%（77,830社）の企業が，プロダクト・イノベーション又はプロセス・イノベーションを実現した．

出所：『第4回全国イノベーション調査統計報告』，文部科学省科学技術・学術政策研究所．表2．

イノベーション実現企業の割合（対全企業）：
製造業及びサービス業，企業規模階級別

イノベーション活動実施企業の割合（対全企業）：
製造業及びサービス業，企業規模階級別



イノベーション実現企業ー第3回調査結果との比較
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l プロセス・イノベーション実現企業の割合がわずかに増加している．

l プロダクト・イノベーション実現企業の割合は，14%から12%へ減少している。特に，中規模企業では19%か
ら16%へ減少している．一方，大規模企業は小・中規模企業とは異なり，25%から27%へ増加した．

出所：『第4回全国イノベーション調査統計報告』，文部科学省科学技術・学術政策研究所，『第3回全国イノベー

ション調査報告』，文部科学省科学技術・学術政策研究所．

プロダクト・イノベーション

実現

プロセス・イノベーション

実現

マーケティング・イノベー

ション実現

組織イノベーション実現

第4回 （参考）第3回 第4回 （参考）第3回 第4回 （参考）第3回 第4回 （参考）第3回

全体 12 14 15 12 24 22 22 24

うち小規模企業 11 12 14 10 22 20 21 23

中規模企業 16 19 20 17 29 29 23 25

大規模企業 27 25 28 25 42 43 31 32

製造業 19 20 25 20 29 29 23 23

サービス業*1 11 13 13 12 24 28 24 23

イノベーション実現企業の割合（対全企業）：製造業及びサービス業，企業規模階級別（単位: %）

註*1：この表章において，サービス業とする経済活動（企業産業分類）の範囲が，第4回調査と第3回調査とでは一部が異なる．



（参考）OECDイノベーション指標群(1)

18Source: OECD, OECD Innovation Indicators in Excel, 2015, 
http://www.oecd.org/sti/inno/innovation%20indicators%202015.xls.（2016年11月29日アクセス）［次ページも同じ］

［次ページに続く］



（参考）OECDイノベーション指標群(2)
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（参考）イノベーション実現企業，製造業ー国際比較

20Source: OECD (2015), OECD Science, Technology and Industry Scoreboard 2015: Innovation for growth 
and society, OECD Publishing, Paris. http://dx.doi.org/10.1787/sti_scoreboard-2015-en.

註：OECDの作成による右側の図に示されている我が国のデータは，第3回調査の結果に基づくものであり，第4回調査の結果に基づく
ものではない．なお，今後，同様の表示がなされる際には，第4回調査の結果に基づくものとなろう．

Product or process innovation only（プロダクト・イノベーション実現又はプロセス・イノベーション実現のみ＜並びに「マーケティング・イノベーション非実現及び組織イノベーション非実現」＞）
Product or process and marketing or organisational innovation（「プロダクト・イノベーション実現又はプロセス・イノベーション実現」及び「マーケティング・イノベーション実現又は組織イノベーション実現」）
Marketing or organisational innovation only（マーケティング・イノベーション実現又は組織イノベーション実現のみ＜並びに「プロダクト・イノベーション非実現及びプロセス・イノベーション非実現＞）

出所：第4回全国イノベーション調査，文部科学省科学技術・学術政策研究所．



イノベーション活動実施企業，

プロダクト・イノベーション又はプロセス・イノベーション実現企業
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l 23%の企業は，プロダクト・イノベーション又はプロセス・イノベーションに係るイノベーション活動を実施して
いた；イノベーション活動を実施したが，プロダクト・イノベーション又はプロセス・イノベーションのいずれも
実現せず，未完了に終わった活動のみを有する企業の割合は，全体の3%に過ぎない．

l プロダクト・イノベーション又はプロセス・イノベーションの実現は，イノベーション活動を実施するかどうか
の選択に強く依存したといえる．

出所：『第4回全国イノベーション調査統計報告』，文部科学省科学技術・学術政策研究所．表13，表2．

イノベーション活動実施企業の割合（対全企業）：
製造業及びサービス業，企業規模階級別（再掲）

プロダクト・イノベーション又はプロセス・イノベーション実現企業
の割合（対全企業）：製造業及びサービス業，企業規模階級別



市場にとって新しいプロダクトを導入したプロダクト・
イノベーション実現企業；公的財政支援の受給(1)
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l 新規性の高いプロダクトへの取り組み

l プロダクト又はプロセスの開発又は導入に係る公的財政支援

（税額控除，助成金・補助金等；ただし，公的部門から受託した委託研究費は除く）

出所：『第4回全国イノベーション調査統計報告』，文部科学省科学技術・学術政策研究所．表8，表17．

市場にとって新しいプロダクト・イノベーション実現企業の割合
（対プロダクト・イノベーション実現企業）：製造業及びサービス業，企業規模階級別

公的財政支援の受給元
（対イノベーション活動実施企業）：企業規模階級別



市場にとって新しいプロダクトを導入したプロダクト・
イノベーション実現企業；公的財政支援の受給(2)
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l プロダクト・イノベーション実現企業のうち47%の企業が，市場にとって新しいプロダクトを導入していた．その導入割合は，

中規模企業よりもむしろ小規模企業の方が高い．

l プロダクト・イノベーション実現中規模企業は，小規模企業や大規模企業よりも，より多くの割合の企業が中央政府や地方
公共団体等から公的財政支援を受給していたが，小規模企業よりも新規性の高いプロダクトを市場へ導入しなかった．

l プロダクト・イノベーション実現中規模企業については，市場にとって新しいプロダクトの導入という観点からは，公的財政支
援の効果は市場へ波及していなかった可能性がある．

出所：『第4回全国イノベーション調査統計報告』，文部科学省科学技術・学術政策研究所．表8，表17．

市場にとって新しいプロダクト・イノベーション実現企業の割合（対プロダクト・
イノベーション実現企業）：製造業及びサービス業，企業規模階級別

公的財政支援の受給元
（対イノベーション活動実施企業）：企業規模階級別



プロダクト・イノベーションの開発者
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l 「オープン・イノベーション」の進展

l プロダクト・イノベーション実現企業の47%において，自社のみで開発されており，他社や他の機関と共同
で開発した企業の割合も35%に及ぶ．他社や他の機関による開発に基づく企業の割合も少なくない．

出所：『第4回全国イノベーション調査統計報告』，文部科学省科学技術・学術政策研究所．表4．

プロダクト・イノベーションの開発者の内訳
（対プロダクト・イノベーション実現企業）：企業規模階級別

プロダクト・イノベーションの開発者の内訳
（対プロダクト・イノベーション実現企業）：製造業及びサービス業

註：重複回答可能． 註：重複回答可能．



イノベーション活動の内容；

イノベーションに係る研究開発(1)
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l イノベーション活動実施企業の44%が，継続的又は一時的に社内研究開発を，若しくは社外研究開発を実
施していた．

l イノベーション活動は研究開発だけに留まらない．

出所：『第4回全国イノベーション調査統計報告』，文部科学省科学技術・学術政策研究所．表14．

イノベーション活動の内容と実施企業の割合
（対イノベーション活動実施企業）：企業規模階級別

イノベーション活動の内容と実施企業の割合
（対イノベーション活動実施企業）：製造業及びサービス業

註：重複回答可能． 註：重複回答可能．



イノベーション活動の内容；

イノベーションに係る研究開発(2)
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l 社内研究開発については，イノベーション活動実施企業の19%が継続的に（常勤の研究開発スタッフを伴
って） ，23%が一時的に（必要に応じて）実施していた；企業規模が大きいほど，また製造業ではサービス
業より，多くの割合の企業において社外研究開発も行われている．

l 社内研究開発は，継続的だけではなく一時的に実施している企業の割合も多い；

社外研究開発は，規模が大きいほど実施している企業の割合が多い．

出所：『第4回全国イノベーション調査統計報告』，文部科学省科学技術・学術政策研究所．表15．

研究開発の実施割合（対イノベーション活動実施企業）：
製造業及びサービス業，企業規模階級別

社内研究開発の実施頻度（対イノベーション活動実施企業）：
製造業及びサービス業，企業規模階級別



社外からの知識・技術の取得；
イノベーションのための協力相手
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l 新しい製品・サービス及び生産工程・配送方法等の開発・導入のための最大の協力相手はサプライヤーである．

l 公共的知識源の重要性；大規模企業（イノベーション活動実施企業の17%）（うち，とくに製造業（同26%））で
は，大学等の高等教育機関は社外からの知識・技術の取得源の一つとして活用された大規模企業（イノ
ベーション活動実施企業の21%）では，クライアント・顧客やコンサルタント等と同様に，大学等の高等教育
機関は主要なイノベーションのための協力相手の一つとして活用された．

出所：『第4回全国イノベーション調査統計報告』，文部科学省科学技術・学術政策研究所．表16，表18．

社外からの知識・技術の取得源
（対イノベーション活動実施企業）：企業規模階級別

イノベーションのための協力相手と協力割合
（対イノベーション活動実施企業）：企業規模階級別

註：重複回答可能． 註：重複回答可能．



イノベーションの阻害要因及び
イノベーション活動非実施の理由
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出所：『第4回全国イノベーション調査統計報告』，文部科学省科学技術・学術政策研究所．表23，表24，表25．

阻害要因を経験した企業の割合：
イノベーション活動実施企業及びイノベーション活動非実施企業

l 能力のある従業者の不足は，イノベーションの
阻害要因又はイノベーション活動非実施の理由
とする企業の割合がもっとも多くかった．

l イノベーション活動実施企業においては，とくに，
新製品・サービスへの需要が不確実であること
が阻害要因であるということが窺える．

l 他方，外部資金の調達が困難であることは，イノ
ベーション活動実施企業でもイノベーション活動
非実施企業でもその割合にさほど違いが見られ
なかった．

註：重複回答可能（ただし，「全ての阻害要因の経験なし」は含まない）．



まとめ：イノベーション・システムの特徴に係る

主要な所見と政策への示唆(1)
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l 母集団のうちの20%の企業がプロダクト・イノベーション
又はプロセス・イノベーションを実現しており，その
実現は，これに向けた活動を実施するかどうかの

企業による選択にかなり依存している．

l 中規模企業は，他の規模の企業群と比較して相対的
に，プロダクト・イノベーション実現企業の割合の減少や
市場にとって新しいプロダクト・イノベーション実現企業
の割合の少なさが窺われ，市場にとって新しいプロ
ダクトの導入という観点からは，公的財政支援の効
果は市場へ波及していなかった可能性がある．



まとめ：イノベーション・システムの特徴に係る

主要な所見と政策への示唆(2)
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l 「オープン・イノベーション」という点で，とくに大規模
企業において，他社や他の機関と共同でプロダクトを
開発するイノベーション活動実施企業の割合も多く，
社外研究開発を実施している当該企業の割合も多
い．また，大学等の高等教育機関は社外からの知
識・技術の取得源としている当該企業の割合もグル
ープ内の他社と同程度である．


